
能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例施行規則（案） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、能勢町のゼロカーボンタウン実現に向けた再生可能エネルギー発電事業と地域との 

共生に関する条例（令和５年能勢町条例第  号。以下「条例」という。）の規定に基づき、条例の 

施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （禁止区域・条件区域・普及区域） 

第２条 条例第５条第１項各号に規定する区域は、別表第１のとおり定める。 

 （協議会に助言を求めることのできる事項） 

第３条 条例第６条第１項に規定により能勢町再生可能エネルギー発電事業検討協議会に助言を求めるこ

とのできる事項は、別表第２のとおりとする。 

 （届け出手続き） 

第４条 条例第１０条第１項の規定による届け出を行おうとする者は、事業計画届出書（様式１号）に別 

   表第３に定める関係図書等を添えて町長に提出しなければならない。 

  ２ 町長は、条例第１０条第１項の届け出があったときは、その内容を確認し、受理の可否を様式第 

２号により届出者に通知するものとする。 

  ３ 条例第１０条第２項の規定による届け出は、事業計画変更届出書（様式３号）を町長に提出して 

   行わなければならない。受理の可否は、前項と同様に取り扱うものとする。 

 （事前協議の手続き） 

第５条 条例第１１条第１項の規定による事前協議を行おうとする者は、事前協議書（様式４号）に別表 

第３に定める関係図書等を添えて町長に提出しなければならない。ただし、当該事前協議に係る事 

業計画に応じて、その必要がないと認められるときは、これらの図書又は当該図書に明示すべき事 

項の一部を省略することができる。 

（許可申請手続き） 

第６条 条例第１２条第１項の規定による許可申請を行おうとする者は、事業計画許可申請書（様式５ 

号）に別表第３に定める関係図書等を添えて町長に提出しなければならない。 

  ２ 条例第１２条第１項の規定により当該申請があったときは、その内容を審査し、許可又は不許可 

の決定を様式第６号により当該申請者に通知するものとする。 

  ３ 条例第１２条第６項の規定による許可申請は、事業計画変更許可申請書（様式７号）を町長に提 

出して行わなければならない。許可又は不許可については、前項と同様に取り扱うものとする。 

 （軽微な変更） 

第７条 条例第１０条第２項及び条例第１２条第６項のただし書きで定める軽微な変更は、次に掲げるも 

   のとする。 

（１） 条例第９条第２号に掲げる事項の変更のうち、条例第１０条第１項及び条例第１２条第１項 

の規定による届け出又は許可申請に係る設置工事の着手予定日とされた日より前の日にする変更 

以外の変更 



（２） 条例第９条第３号に掲げる事項の変更のうち、事業区域の面積を変更する行為であって、当該 

  行為により増減する事業区域の面積が変更前の事業区域の面積の１０分の１以下かつ１０㎡以下で 

あるもの。 

（３） 条例第９条第４号に掲げる事項の変更のうち、工作物の構造耐力上主要な部分以外の部分（太 

陽電池モジュールに係るものを除く。）の材料又は構造の変更。 

 （周辺関係者への周知等） 

第８条 条例第１４条第２項の規定による報告は、事前周知結果報告書（様式８号）に次に掲げる書類を 

添付して、町長に提出して行わなければならない。 

（１） 周知方法 

（２） 周知に使用し、又は配布した図書の写し 

（３） 周知を行った地域の範囲を示した図面 

（４） 周知のための説明会を開催した場合にあっては、次に掲げるもの 

  ア 説明会の日時、場所及び参加者数 

  イ 説明会での配布した資料及び説明事項 

  ウ 周辺関係者からの意見と事業者の対応方針 

  エ 説明会を開催して状況を確認することができる写真 

  オ 説明会に出席した者の名簿の写し 

（５） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 （施設基準） 

第９条 条例第１５条第２項に規定する施設基準は、別表第４に掲げるものとする。 

２ 発電事業者は、施設基準に適合するように事業計画を策定すると伴に施設基準に適合することの 

誓約書（様式９号）を町長に提出するものとする。 

 （工事完了の届出） 

第１０条 条例第１７条第１項の規定による届け出を行おうとする者は、工事完了（中止）届出書（様式 

第１０号）を町長に提出して行わなければならない。 

２ 太陽電池発電設備出力 2000 キロワット未満或いは風力発電設備出力 500 キロワット未満となる 

再生可能エネルギー発電設備については、条例第１７条第２項の規定する使用前自己確認を電気事

業法第５１条の２第１項に準拠し実施するものとする。また太陽電池発電設備出力 2000 キロワット

以上、風力発電設備出力 500 キロワット以上となる再生可能エネルギー発電設備については、条例第

１７条第２項に規定する使用前自主検査を電気事業法第５１条第１項に基づき実施するものとする。 

（廃止の届出） 

第１１号 条例第１９条第１項の規定による届け出を行おうとする者は、事業廃止届出書（様式第１１

号）を町長に提出して行わなければならない。 

  ２ 条例第１９条第２項の規定による届け出を行おうとする者は、事業廃止工事完了届出書（様式第 

   １２号）を町長に提出して行わなければならない。 

  ３ 条例第１９条第３項で定めるその他措置は、別表４のとおりとする。 



 （地位の承継） 

第１２条 条例第２０条の規定による報告を行おうとする者は、地位承継報告書（様式１３号）を町長に 

   提出して行わなければならない。 

 （促進事業の認定） 

第１３条 条例第２１条の規定による認定を受けようとする者は、促進事業認定申請書（様式１４号）を 

   町長に提出して行わなければならない。町長は、申請のあった事業計画が、次の各号に該当する場 

合、促進事業に認定することができるものとする。 

(1) 発電出力合計５０キロワット以上となる再生可能エネルギー発電事業で、地域再生エネルギー

会社を通じて行い、再生可能エネルギーの利用促進が図れると認められる事業。 

  (2) 町が実施する発電出力合計５０キロワット以上となる再生可能エネルギー発電事業。 

  ２ 町長は、促進事業認定申請があったときは、様式第１５号により申請者に認定又は不認定ついて 

   通知するものとする。 

  ３ 促進事業として認定された再生可能エネルギー発電事業は、町の促進制度を活用することができ

る。 

  別表第１（第２条関係） 

  ●再生可能エネルギーが太陽光の場合 

区域の名称 対象区域 

禁止区域 ・自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第１号の指定区域、第２

１条第１項の特別保護区域及び自然公園法第２０条及び大阪府立自然公園

条例第６条の特別地域 

・自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）第４５条第１項に基づく大阪

府自然環境保全条例第１１条の指定区域、大阪府自然環境保全条例第１３

条、第１６条の特別地域と緑地環境保全地域 

・自然環境保全法（昭和４７年法率第８５号）第４条に基づき、選定した特

定植物群落 

・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第

８８号）第２８条の鳥獣保護区 

・地すべり防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止

区域 

・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成

１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

条件区域 ・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成

１２年法律第５７号）第 7条第１項の土砂災害警戒区域 

・砂防法（明治３０年法律第２９号９第２条の砂防指定地 

・森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条に基づき知事が定める地域森

林計画対象民有林区域 

・森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の保安林 

・農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第６号第１号イの農用地区域

・河川法（昭和 39 年法律第１６７号）第６条第１項の河川区域及び同法第 



54 条第１項の河川保全区域 

・近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和４２年法律第１０３号）第５

条第１項の近郊緑地保全区域 

・文化財保護法（昭和２５年法律第 214 号）第９２条第１項の埋蔵文化財を

包蔵する土地 

・国登録文化財、国、府、町の指定文化財うち有形（建造物）、記念物（天然

記念物）、記念物（名勝）、記念物（史跡）を対象とし５００ｍ圏内 

・都市計画法（昭和４３年法律第 100 号）第８条第１項の第１種住居地域、

近隣商業地域及び準工業地域 

ただし、再生可能エネルギー発電設備が周辺地域に深刻な問題を発生させ

る恐れが限定的であるとして普及区域に見直す区域を除くものとする。 

普及区域 禁止区域及び条件区域を除いた区域 

 ●再生可能エネルギーが風力の場合 

区域の名称 対象区域 

禁止区域 再生可能エネルギーが太陽光の場合と同様 

条件区域 禁止区域を除いた区域 

 別表第２（第３条関係） 

能勢町再生可能エネルギー発電事業検討協議会に助言を求めることのできる事項 

・条例第５条第１項 区域の見直しについて 

・条例第７条第２項 再生可能エネルギー発電事業を実施する必要な資力と信用について 

・条例第１２条 許可申請の事業計画について 

・条例第１３条 環境、景観及び地域経済に及ぼす影響評価と事業計画について 

・条例第１４条 周辺関係者への周知の対応について 

・条例第２１条 促進事業の認定及び促進事業について 

・条例第２４条 発電事業者への指導等について 

 別表第３（第４条、第５条、第６条関係） 

（１） 立地調査報告書 

（２） 委任状（他人に手続きを委任する場合必要） 

（３） 設計者の資格調書（卒業証明書又は免許証の写し） 

（４） 事業者の資力に関する調書の他業務経歴書、2年間の納税証明書、預金残高証明等を添付 

（５） 工事施行者等に関する調書の他事業経歴書 

（６） 資金計画書（事業に対する収支計画、年度別資金計画等） 

（７）事業区域位置図 縮尺 1/10000 以上 

（８）事業区域の現況写真（周辺部含む）及び写真撮影位置図 

（９）事業区域の現況図 縮尺 1/５００以上 

（１０）事業区域及び隣接地の土地調書（登記事項証明書の写し添付）及び公図、地積測量図等 

（１１）事業区域の土地利用計画図 縮尺１/５００以上 

（１２）事業区域の造成計画平面図、造成計画断面図、排水施設計画平面図 縮尺１/５００ 

（１３）排水及び施設の構造図 縮尺１/５０以上  



（１４）求積図 縮尺１/５００以上  

（１５）再生可能エネルギー発電施設及び設備の構造、仕様及び品質関係書類等 

（１６）その他町長が必要とする書類 

別表第４（第９条関係） 

条例第１５条第２項第１号  

再生可能エネルギー発電設備と事業

区域の周辺地域の景観との調和及び事

業区域内の保全に関する事項 

・環境影響評価法の対象事業となる場合は、法に基づき環境

配慮への取り組みを行うこと。太陽光発電事業が環境影響評

価法の対象事業にならない場合は、環境省の「太陽光発電の

環境配慮ガイドライン（令和２年 3月）策定」に基づき、環

境への配慮を事業計画に定め取り組むこと。 

・事業区域の関係法令、発電用太陽電池設備に関する技術基

準を定める省令をはじめ各々の事業計画策定ガイドライン

（資源エネルギー庁）に遵守するよう事業計画を策定し、事

業に取り組むこと。 

・事業区域で造成を伴う場合は、宅地造成及び特定盛土等規

制法（昭和３６年法律第１９１号）第１０条第１項の宅地造

成等規制区域及び第２６条第１項の特定盛土等規制区域内に

おいて行われる宅地造成等に関する工事の技術基準及び特定

盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準の例による

基準に適合したものであること。 

・地盤の安定性は、都市計画法（昭和４３年法律第１００

号）その他関係法令で定める基準を満たすこと。 

・事業廃止後は、事業者の責任において次に掲げる措置を行

うこと。 

 ア 工作物を速やかに撤去すること。 

 イ 工作物の撤去・廃棄について、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）、建設工事に係る

資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４

号）及び「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガ

イドライン（環境省）」その他関係法令や既存のガイドライン

に従い、適正な処理を行うこと。 

 ウ 事業区域であった土地について、修景、整地その他の

景観上又は防災上必要な措置を行うこと。 

 条例第１５条第２項第２号 

 再生可能エネルギー発電設備の設置

に係る防災上の措置に関する事項 

 条例第１５条第２項第３号 

 再生可能エネルギー発電設備の安全

性の確保に関する事項 

 条例第１５条第２項第４号 

 再生可能エネルギー発電設備の廃止

後において行う措置に関する事項 

 条例第１５条第２項第５号 

 そのほかの規則で定める施設基準 



様式第１号（第４条第１項関係） 

再生可能エネルギー発電事業計画届出書 

年  月  日 

能勢町長 様 

申請者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１０条第１項の規定により、

次のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

工事着手予定年月日 年  月  日  

工事完了予定年月日 年  月  日 

再生可能エネルギー発電設

備設置位置、構造及び発電

出力 

設備設置位置： 

設備の構造： 

発電出力          ｋｗ 

再生可能エネルギー発電事

業の維持管理計画 

（廃止後の措置） 

その他規則で定める事項及

び町長が必要と認める事項 

備考欄 

【添付書類】 

□立地調査報告書 □委任状 □設計者の資格調書（卒業証明書又は免許証の写し） □発電事 

業者の資力に関する調書（業務経歴書、2年間の納税証明書 □工事施行者等に関する調書（業

務経歴書） □資金計画書（収支計画、年度別資金計画等） □事業区域位置図 □現況写真（周

辺部を含む。）及び写真撮影位置図 □現況図 □土地利用計画図 □造成計画平面図、造成計

画立面図及び断面図 □排水施設計画平面図 □排水及び施設構造図 □求積図 □再生可能

エネルギー発電設備の構造、仕様及び品質関係資料 □事業区域及び隣接地の土地調書（登記事

項証明書の写し添付）及び公図、地積測量図等  

□その他町長が必要と認めるもの 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称並びに代

表者の役職及び氏名



様式第２号（第４条第２項関係） 

住  所 

氏  名             様 

年   月  日付けで（変更）届出のあった再生可能エネルギー発電事業について、

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例施行規則第４条第２項の規定に

より、受理（不受理）することを通知します。 

                            年   月   日 

                       能勢町長         印 

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

再生可能エネルギーの発電

出力の合計 

発電出力          ｋｗ 

事業計画に対する助言 

不受理の理由 

備考欄 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称並びに代表者の役職及び氏名



様式第３号（第４条第３項関係） 

再生可能エネルギー発電事業計画変更届出書 

年  月  日 

能勢町長 様 

申請者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１０条第２項の規定により、

次のとおり関係書類を添えて変更届出書を提出します。 

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

工事着手予定年月日 年  月  日  

工事完了予定年月日 年  月  日 

再生可能エネルギー発電設

備設置位置、構造及び発電

出力 

設備設置位置： 

設備の構造： 

発電出力          ｋｗ 

再生可能エネルギー発電事

業の維持管理計画 

（廃止後の措置） 

その他規則で定める事項及

び町長が必要と認める事項 

備考欄 ＊変更箇所を、変更前と変更後の２段書で表示すること。 

【添付書類】 

□立地調査報告書 □委任状 □設計者の資格調書（卒業証明書又は免許証の写し） □発電事 

業者の資力に関する調書（業務経歴書、2年間の納税証明書 □工事施行者等に関する調書（業

務経歴書） □資金計画書（収支計画、年度別資金計画等） □事業区域位置図 □現況写真（周

辺部を含む。）及び写真撮影位置図 □現況図 □土地利用計画図 □造成計画平面図、造成計

画立面図及び断面図 □排水施設計画平面図 □排水及び施設構造図 □求積図 □再生可能

エネルギー発電設備の構造、仕様及び品質関係資料 □事業区域及び隣接地の土地調書（登記事

項証明書の写し添付）及び公図、地積測量図等  

□その他町長が必要と認めるもの 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称並びに代

表者の役職及び氏名



様式第４号（第５条関係） 

再生可能エネルギー発電事業事前協議書 

年  月  日 

能勢町長 様 

申請者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１１条第１項の規定により、

次のとおり事前協議書を関係書類を添えて提出します。 

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

工事着手予定年月日 年  月  日  

工事完了予定年月日 年  月  日 

再生可能エネルギー発電設

備設置位置、構造及び発電

出力 

設備設置位置： 

設備の構造： 

発電出力          ｋｗ 

再生可能エネルギー発電事

業の維持管理計画 

（廃止後の措置） 

その他規則で定める事項及

び町長が必要と認める事項 

備考欄 

【添付書類】 

□立地調査報告書 □委任状 □設計者の資格調書（卒業証明書又は免許証の写し） □発電事 

業者の資力に関する調書（業務経歴書、2年間の納税証明書 □工事施行者等に関する調書（業

務経歴書） □資金計画書（収支計画、年度別資金計画等） □事業区域位置図 □現況写真（周

辺部を含む。）及び写真撮影位置図 □現況図 □土地利用計画図 □造成計画平面図、造成計

画立面図及び断面図 □排水施設計画平面図 □排水及び施設構造図 □求積図 □再生可能

エネルギー発電設備の構造、仕様及び品質関係資料 □事業区域及び隣接地の土地調書（登記事

項証明書の写し添付）及び公図、地積測量図等  

□その他町長が必要と認めるもの 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称並びに代

表者の役職及び氏名



様式第５号（第６条第１項関係） 

再生可能エネルギー発電事業計画許可申請書 

年  月  日 

能勢町長 様 

申請者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１２条第１項の規定により、

次のとおり関係書類を添えて事業計画許可を申請します。 

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

工事着手予定年月日 年  月  日  

工事完了予定年月日 年  月  日 

再生可能エネルギー発電設

備設置位置、構造及び発電

出力 

設備設置位置： 

設備の構造： 

発電出力          ｋｗ 

再生可能エネルギー発電事

業の維持管理計画 

（廃止後の措置） 

その他規則で定める事項及

び町長が必要と認める事項 

備考欄 

【添付書類】 

□立地調査報告書 □委任状 □設計者の資格調書（卒業証明書又は免許証の写し） □発電事 

業者の資力に関する調書（業務経歴書、2年間の納税証明書 □工事施行者等に関する調書（業

務経歴書） □資金計画書（収支計画、年度別資金計画等） □事業区域位置図 □現況写真（周

辺部を含む。）及び写真撮影位置図 □現況図 □土地利用計画図 □造成計画平面図、造成計

画立面図及び断面図 □排水施設計画平面図 □排水及び施設構造図 □求積図 □再生可能

エネルギー発電設備の構造、仕様及び品質関係資料 □事業区域及び隣接地の土地調書（登記事

項証明書の写し添付）及び公図、地積測量図等  

□その他町長が必要と認めるもの 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称並びに代

表者の役職及び氏名



様式第６号（第６条第２項関係） 

住  所 

氏  名             様 

年   月  日付けで（変更）申請のあった再生可能エネルギー発電事業について、

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例施行規則第６条第２項の規定に

より、許可（不許可）することを通知します。 

                            年   月   日 

                       能勢指令第        号 

                       能勢町長         印  

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

再生可能エネルギーの発電

出力の合計 

発電出力          ｋｗ 

許可の条件 

不不許可の理由 

備考欄 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称並びに代表者の役職及び氏名



様式第７号（第６条第３項関係） 

再生可能エネルギー発電事業計画変更許可申請書 

年  月  日 

能勢町長 様 

申請者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１２条第６項の規定により、

次のとおり関係書類を添えて事業計画変更許可を申請します。 

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

工事着手予定年月日 年  月  日  

工事完了予定年月日 年  月  日 

再生可能エネルギー発電設

備設置位置、構造及び発電

出力 

設備設置位置： 

設備の構造： 

発電出力          ｋｗ 

再生可能エネルギー発電事

業の維持管理計画 

（廃止後の措置） 

その他規則で定める事項及

び町長が必要と認める事項 

備考欄 ＊変更箇所を、変更前と変更後の２段書で表示すること。 

【添付書類】 

□立地調査報告書 □委任状 □設計者の資格調書（卒業証明書又は免許証の写し） □発電事 

業者の資力に関する調書（業務経歴書、2年間の納税証明書 □工事施行者等に関する調書（業

務経歴書） □資金計画書（収支計画、年度別資金計画等） □事業区域位置図 □現況写真（周

辺部を含む。）及び写真撮影位置図 □現況図 □土地利用計画図 □造成計画平面図、造成計

画立面図及び断面図 □排水施設計画平面図 □排水及び施設構造図 □求積図 □再生可能

エネルギー発電設備の構造、仕様及び品質関係資料 □事業区域及び隣接地の土地調書（登記事

項証明書の写し添付）及び公図、地積測量図等  

□その他町長が必要と認めるもの 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称並びに代

表者の役職及び氏名



様式第８号（第８条関係） 

事前周知結果報告書 

年  月  日 

能勢町長 様 

報告者 住  所 

氏  名            印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１４条第２項の規定により、

次のとおり報告します。 

施設名称  

周知の方法  説明会 ・ 戸別訪問 

その他（             ） 

周辺関係者からの主な

意見・要望及びこれらに

対する回答 

（主な意見・要望） 

（回答） 

（周知のために説明会を開催した場合） 

開催日時 年   月   日  

時  分 ～   時  分 

開催場所  

説明者の所属・氏名等  

周辺関係者の参加者数          名 

【添付書類】 

□周知に使用し、又は配布した書類等の写し  

□周知を行った地域の範囲を示した図面 

□周辺関係者からの意見と事業者の対応方針 

（説明会を開催した場合） 

□説明会で配布した資料及び説明事項  

□説明会に出席した者の名簿の写し 

□説明会を開催したことを確認することができる写真 

□その他町長が必要と認めるもの（        ） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称並びに代

表者の役職及び氏名



様式第９号（第９条関係） 

事業計画施設基準適合誓約書 

年  月  日 

能勢町長 様 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１５条第２項の規定で定め

る施設基準に適合することを確認したうえで、事業計画届出書または事業計画許可申請書を提出す

ることを誓約いたします。 

１． 事業所名称 

２． 事業所所在地 

３． 施設基準等 

事業計画に伴う関係法令及び既存ガ

イドライン等の名称 

法令への許可等及び 

基準等への適合 

所管する機関及び部署名 

４． 署名 

・発電事業者の署名 

（名称） 

（所在地） 

（代表者）              印 

    ・設計者の署名 

    （名称） 

    （所在地） 

    （代表者）              印 



様式第１０号（第１０条関係） 

工事完了（中止）届出書 

年  月  日 

能勢町長 様 

届出者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１７条の規定に

より、再生可能エネルギー発電事業に伴う工事が完了（中止）したので、次のとおり関

係書類を添えて届け出ます。 

事業者の氏名及び名称  

事業者の住所及び所在地  

事業区域の所在地 能勢町 

事業区域の敷地面積 敷地面積     ㎡  

発電出力の合計 ｋＷ 

許可年月日及び番号 年  月  日   能勢町指令第   号 

完了又は中止年月日 年  月  日 

工事中止の理由 

工事中止後の計画  

発電事業の設計者 住所 

氏名                      ○印

連絡先 

発電事業の工事施工者 住所 

氏名                      ○印

連絡先 

発電事業の工事監理者 住所 

氏名                      ○印

連絡先 

発電事業の維持管理者 住所 

氏名                      ○印

連絡先 

【添付書類】 

□完了届出の場合 施行規則別表第３に掲げる書類（事業計画届出書及び事業計画許

可申請書に添付した書類に変更が無い場合、その書類の添付は不要） 

□工事完了後の写真 

□使用前自己確認書及び使用前自主検査報告書 

□中止届出の場合 施行規則別表第３に掲げる書類（工事中止までの状況が分かる書

類及び工事中止の理由に関する書類を添付すること。） 

□その他町長が必要と認める書類（           ） 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名

称並びに代表者の役職及び氏名



様式第１１号（第１１条第１項関係） 

事業廃止届出書 

年  月  日 

能勢町長 様 

届出者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１９条第１項の

規定により、次のとおり再生可能エネルギー発電事業を廃止するので届け出ます。 

事業者の氏名及び名称  

事業者の住所及び所在地  

事業区域の所在地 能勢町 

事業区域の敷地面積 敷地面積    ㎡ 実測 

発電出力の合計 ｋＷ 

許可年月日及び番号 

（条例の施行日以降設置

の場合のみ） 

年  月  日   能勢町指令第   号 

事業廃止年月日 年  月  日 

事業廃止の理由 

解体完了予定日 年   月   日（予定） 

撤去完了予定日 年   月   日（予定） 

廃棄完了予定日 年   月   日（予定） 

撤去後の土地の活用予定 

再生可能エネルギー発電

設備の解体、撤去及び処

分に係る計画の概要 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名

称並びに代表者の役職及び氏名



様式第１２号（第１１条第２項関係） 

事業廃止完了届出書 

年  月  日 

能勢町長 様 

届出者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第１９条第２項の

規定により、次のとおり再生可能エネルギー発電事業の廃止が完了したので届け出ま

す。 

事業者の氏名及び名称  

事業者の住所及び所在地  

事業区域の所在地 能勢町 

事業区域の敷地面積 敷地面積    ㎡ 実測 

発電出力の合計 ｋＷ 

許可年月日及び番号 

（条例の施行日以降設置

の場合のみ） 

年  月  日   能勢町指令第   号 

事業廃止届出年月日 年  月  日 

解体完了年月日 

解体事業者 

解体年月日    年   月   日完了 

事業者の住所 

氏名                印 

連絡先 

撤去完了年月日 

撤去事業者 

撤去年月日    年   月   日完了 

事業者の住所 

氏名                印 

連絡先 

廃棄完了年月日 

廃棄事業者 

廃棄年月日    年   月   日完了 

事業者の住所 

氏名                印 

連絡先 

【添付書類】 

 産業廃棄物管理票（マニフェスト伝票）のうち、排出事業者が処分の終了を確認する

D伝票（写し）、最終処分の終了を確認する E 伝票（写し） 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名

称並びに代表者の役職及び氏名



様式第１３号（第１２条関係） 

事業地位承継報告書 

年  月  日 

能勢町長 様 

届出者 住  所 

氏  名             印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第２０条の規定による再生

可能エネルギー発電事業の地位承継について、次のとおり報告します。 

許可年月日及び許可番号     年  月  日 能勢指令第     号 

承継の対象となる許可の 

再生可能エネルギー発電

事業計画 

事業区域の 

所 在 地 

発電開始の 

有   無 

□ 発電開始前 

□ 発電開始後  

（運転開始   年   月  日） 

承継の内容 

承継年月日 

被 

承

継

者 

氏名又は 

名称 

住所又は 

所在地 

原  因 

添付書類 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名

称並びに代表者の役職及び氏名



様式第１４号（第１３条第１項関係） 

促進事業認定申請書 

年  月  日 

能勢町長 様 

申請者 住  所 

氏  名                印 

電話番号 

能勢町再生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例第２１条の規定により、再生可

能エネルギー発電事業について、促進事業の認定を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申

請します。 

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

工事着手予定年月日 年  月  日  

工事完了予定年月日 年  月  日 

再生可能エネルギー発電設

備設置位置、構造及び発電

出力 

設備設置位置： 

設備の構造： 

発電出力          ｋｗ 

再生可能エネルギー発電事

業の維持管理計画 

（廃止後の措置） 

その他規則で定める事項及

び町長が必要と認める事項 

備考欄 

【添付書類】（事業計画届出書及び事業計画許可申請書と併せて申請する場合は、添付書類を併用 

すること。 

□立地調査報告書 □委任状 □設計者の資格調書（卒業証明書又は免許証の写し） □発電事 

業者の資力に関する調書（業務経歴書、2年間の納税証明書 □工事施行者等に関する調書（業

務経歴書） □資金計画書（収支計画、年度別資金計画等） □事業区域位置図 □現況写真（周

辺部を含む。）及び写真撮影位置図 □現況図 □土地利用計画図 □造成計画平面図、造成計

画立面図及び断面図 □排水施設計画平面図 □排水及び施設構造図 □求積図 □再生可能

エネルギー発電設備の構造、仕様及び品質関係資料 □事業区域及び隣接地の土地調書（登記事

項証明書の写し添付）及び公図、地積測量図等  

□その他町長が必要と認めるもの 

※町使用欄（記入しないでください。） 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称並びに代

表者の役職及び氏名



様式第１５号（第１３条第２項関係） 

住  所 

氏  名             様 

年   月  日付けで申請のあった再生可能エネルギー発電事業について、能勢町再

生可能エネルギー発電事業と地域との共生に関する条例施行規則第１３条第２項の規定により、認

定（不認定）することを通知します。 

                            年   月   日 

                       能勢町長         印 

事業者の氏名又は名称 

事業者の住所又は所在地 

事業区域の所在地 能勢町           

事業区域の面積及び工事完

了時における土地の形状 

敷地面積     ㎡（実測面積） 

工事完了時の土地の形状   平面  ・  斜面 

再生可能エネルギーの発電

出力の合計 

発電出力          ｋｗ 

許可の条件 

不不許可の理由 

備考欄 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称並びに代表者の役職及び氏名


